
原発事故の教訓生かせ 

  

写真は大阪日日新聞 4月 12日「新型コロナと文明」。元原子力委員会委員

長代理の鈴木達治郎氏が標題について語る。抜粋して紹介したい。 

 教訓 1 「命を守る」を最優先に  いま最も大事なことは何か。危機に際

し、国民の命を守ることの重要性は何よりも優先されるべきだ。これは国民あるいは社

会全体への「リスクを最小化する」と言い換えることもできる。問題は、あるリスクを

最小化させる施策が、別のリスクを高めることにつながる可能性がある点だ。その結果

「リスクのトレードオフ（相殺）」や「バランス」を考慮する傾向が伴う。「リスクのト

レードオフ」は価値観の差異や、政治力学が作用するため、政策決定者の判断が揺らぎ

がちになる。国民よりも「経済を守る」、ましてや「政権を守る」といった間違った基

準で危機管理対策を取られては、何をかいわんやだ。具体的には、命を守る対策の経済

コストに配慮して対策の実施を引き延ばしたり、その実効性を担保するためのコスト負

担をためらったりしてはならない。例えば、今回のように事業者や住民に自粛を要請す

るのであれば、その影響に対する「補償」はセットで考えなければいけない。「経済対

策」ではなく、命を守るためのコストとして考えるべきだ。原発事故対応の時も、汚染

水処理に見るように、最もリスクを下げる案よりも当面のコストを最小化する案が採用

されることがしばしばあった。そうした対策が結果的に、リスク最小化にならなかった

反省が生かされていないのではないか。 

 教訓 2 「代替案」を検討せよ   安倍晋三首相は新型コロナウイルスに対処する

改正特別措置法に基づき、緊急事態宣言を出したが、これがあたかも「最後の切り札」

かのような印象を与えた。しかし、緊急事態宣言はあくまでウイルス対策を有効に進め

る「手段」であって「解決策」そのものではない。果たして今回の緊急事態宣言で示さ

れたさまざまな施策について、同じ目的を達成することのできる代替案は十分に検討さ

れたのだろうか。2月末に首相が突然表明した一斉休校要請も代替案を検討した気配が

ない。時間的余裕がない状態で意思決定を迫られると「実現可能な策」から実行してい

くしかない面もある。だが、今回の緊急事態宣言まで時間的猶予は十分あった。原発事

故の際もさまざまな制約条件の下、代替案の検討がおろそかになることがあったが、そ

の反省が生きていないというのが実感だ。―このあと、教訓 3「世界の英知」活用せよ、

教訓 4「科学顧問組織」設置を、教訓 5「透明性と信頼性」の確保を、と続く。  

以上、福島事故の教訓から、今回の新型コロナ対策を俯瞰してみた。失敗しないよう

にすることは大事だが、失敗から学ぶことがもっと大事た。今こそ原発事故の教訓を生

かしてもらいたい。そして、1954 年のビキニ水爆実験後に核兵器と戦争の根絶を訴え

た「ラッセル・アインシュタイン宣言」の有名な一節を想起してもらいたい。「人間性

を忘れるな、他のすべてを忘れても」 

                              (2020年 4月 14日) 


